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Factors Leading to the Internet Addiction among Schoolchildren: 







The Internet addiction is supposed to be one of the serious social problems in Japan especially after a survey 
result of the Ministry of Health, Labor and Welfare survey team reported in 2013. This paper inquires how much 
schoolchildren are getting into the Internet addiction on surveys we executed in Maebashi City during these three 
years (2015 – 2017) including a longitudinal panel survey. The result tells us 4.5-7.9 % of elementary school 
children and 6.2-7.6% of junior-high school students belong to the high risk group. It also shows that once you 
fall into addiction, it is appropriately difficult to get out of such condition. We investigated also the influence of 
the parental control to the Internet addiction among pupils through asking the domestic rules and found that those 









さらに 2018年 8月 31日には，やはり厚生労働省研究班が，ネット依存が疑われる中高生は 5年前と
比べて約 40万人増えて 93万人に上る，と発表して人々を驚かせた。近年，この問題に関しては医学
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的・疫学的な研究だけでなく，心理学・社会学・教育学等の隣接領域での研究や，教育関係者やNPO
等による啓発活動も盛んに行われている（阿部 2017; 大嶋・小田 2017; 遠藤 2013, 2016; 樋口 2013a, 
2013b, 2014, 2017a, 2017b; 石川 2017; 伊藤 2016, 2017, 2018a, 2018b; 掛札 2016; 三原・樋口 2016; 岡
田 2014; 田澤 2015）。 












調査で小学生 2,682，中学生 2,448，2016 年調査で小学生 2,562，中学生 3,495，2017 年調査で小学生
2,453，中学生 3,358 である。前橋市内の児童を母集団とした場合，各学年について標本誤差 5％，信
頼度 99％を満たすサイズとなっている。 








の中学生が 1 年後・2 年後にどのような回答を行ったのが追跡できるようにした（2）。3 年間に渡って






 小中学生におけるインターネット依存をもたらす諸要因 3 
 
いることが見て取れる。スマートフォンと従来型の携帯電話を合わせた「ケータイ」の所持率（図 1）
は，小学生で 30.5％（2015 年） → 37.7％（2016 年） → 37.7％（2017 年），中学生で 42.3％（2015
年） → 42.9％（2016年） → 46.5％（2017年）と着実に上がっている。 





図 1 「ケータイ」の所持率 
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図 2 普段使っている自分専用のネット機器 
 
3. 1. ネット依存の一般的状況 
この 3年間のネット依存度を図 3に示す。年によって若干変動があるものの，小学生では 4.5～7.9％
が高リスク使用者，16.5～20.9％が潜在的リスク使用者，中学生では 6.2～7.6％が高リスク使用者，21.5
～25.5％が潜在的リスク使用者と判定された。判定に用いた方法が異なるため単純な比較はできない
が，2017年の厚労省研究班調査では中学男子の 10.6％（前回 2012年は 4.4％），女子の 14.3（同 7.7％）
が「病的な使用」と判定されていたので，前橋市の中学生のネット依存度はかなり少ない数字になっ 
 
図 3. 前橋市調査におけるネット依存度（％） 






3. 2. ネット依存の年次変化 
次の図 4は，追跡調査を行った 431名について，2015 年と 2016年のネット依存度の判定結果を示
したものである（5）。 
 
図 4：2015年（中 1）と 2016年（中 2）の依存度 
この図では 2015 年の結果を縦軸に，2016年の結果を横軸にとってある。中学 1年生の時点で一般





係数は男子 0.570，女子 0.707，全体では 0.649で，いずれも 1％水準で有意である。中学生の場合，お
おむね 44 点以上が高リスク使用者，41 点以上が潜在的リスク使用と診断されるので，図では右上に
位置している生徒が，1年次も 2年次でも高リスク使用者，ということなる（6）。どちらでも高リスク
のグループは女子が多いように思われるが，全体の分布としては男女ともに正の相関がみられ，すな
わち，中学 2年の時点で得点が高い生徒は中学 1年の時点でも得点が高かった。 
図 6 に示すのは，2016 年と 2017 年のネット依存度の状況である。図 4 と同様に，2 年生の時点で
一般使用者だった群では 7割以上が 1年後も一般使用者のままで，2年生のときに高リスク使用者と
判定された群では半数が 3年生になっても高リスク使用者にとどまっている。調査対象はすべて市立 
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図 5：2015年（中 1）と 2016年（中 2）の依存度スコア（男女別） 
中学校の生徒なので，ほぼ全員が高校入試を控えているはずである。このデータは，調査を行った 9
月の時点でも一部の生徒，とくに中学 2 年の時点で高リスク使用者と診断された生徒 46 名の半数の
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同じく，図7に2016年と2017年の依存度スコアの散布図を示す。相関係数は男子0.676，女子0.722，







図 7：2016年（中 2）と 2017年（中 3）の依存度スコア（男女別） 
 




















図 9 家庭でのルール（中 2）とネット依存度（中 3） 
果を図 9に示す（中 3の段階で依存度が「測定不能」である生徒を省いた 154名を対象とした）。これ
を見ると，「利用時間」や「使わない場面や条件」に関するルールがあると 3年次の依存の状態が若干
良好であるように見えるが，それぞれの項目について選択した生徒たちと選択しなかった生徒たちと
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①高リスク使用者：〔中学生〕合計得点が 44点以上，あるいはA要因 15点以上，B要因 13点以
上，C 要因 14点以上のすべてに該当する場合，〔小学生〕合計得点が 42点以上，あるいは A 要因
14点以上，B要因 13点以上，C要因 13点以上のすべてに該当する場合。 
②潜在的リスク使用者：〔中学生〕合計得点が 41～43 点，あるいは，要因別得点が A 要因 14点
以上，B 要因 12 点以上，C 要因 12 点以上のいずれかに該当する場合，〔小学生〕合計得点が 39～
41点，あるいは，A 要因 13 点以上，B 要因 12点以上，C 要因 12点以上のいずれかに該当する場
合。 
③一般的使用者：〔中学生〕総得点が 40点以下で，要因別得点がA要因 13点以下，B要因 11点
以下，C要因 11点以下である場合，〔小学生〕総得点が 38点以下で，要因別得点がA要因 12点以






















16 年度・17 年度ともに依存度スコアが 44 以上の生徒のうち，「ゲームアプリ」を「よく使う」
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図ⅰ：2016年（中 2）と 2017年（中 3）の依存度スコア（ゲーム利用頻度別） 
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